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　第２に，抵抗の除去に関する具体的な方法について，トップの決意した発言で変わる，企業の本気
度を見せる，しぶしぶ変わることもある（B氏），会話して納得させる。反対者に推進者の立場をさ
せていない（C氏），意識は変えにくい，行動が変わり意識が変わる，トップが言い続け刷りこむ（E
氏），部署によって差異がありこれを利用する，部署トップのリーダーシップが鍵（I氏），聞いてい
ない，後で文句をいう例が多い，親企業イズムをなくす，裁量・権限委譲が重要，中途入社は変わり
にくい（J氏），成功事例を見せることは難しい，研修熱をあげることが肝要，あきらめをなくす（L
氏），想像と危機管理，言葉の定義を合わせる，本質を考え行動する（D氏），中核となる管理職層を
中心に皆が高い意識を持ってベストをつくす（G氏），責任者が変わることが肝要，異動も必要（H氏），
スピードとエンパワーメント，トップの意思を明確に伝える（制度に託す）（M氏），現場での経験，
面倒見をよくする，ステーク・ホルダーにおける情報共有（N氏）という指摘がある。
　これは，上記⑶に加えて具体的に多様であり，実践的インプリケーションに富んでいる。
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第７章　農業
（農村人口：地主の数：借地に関する慣習と法）
　改正救貧法（1833⊖34年）後の10年間ほどは，農村人口動向についての見解は，「過剰」というのが
一般的だったし，事実もそうだったようだ。その40年後になると，外観は過剰ではなくて減少となっ
ていたが，その「減少」は，移動の自由化や部分的農業機械化などによって，「過剰」が軽度に相殺
された程度にすぎない。要は，農村人口はこの期間，ほぼ定常的であった。
　土地所有の集中度については，80年代になっても，地主の数はますます減少しているという議論
があった。1871⊖73年に，土地所有に関する調査が行われた。「新版ドゥムズディ・ブック」（the New 
Domesday Book）と呼ばれている。「土地所有者は，何千人というほども居ない」という当時の一般
的見解を否定するために，上院が行ったものである。しかし，その意図は全く成功しなかった。調査
方法は確実性を欠いた。例えば，或る貴族は14の州で土地を持っている廉で，14人と数えられた。し
かし，この調査ですら，全国土の４分の１が1,200人によって，２分の１が7,400人によって，所有さ
れていると結論せざるを得なかった。この調査に関する別の見解によると，4,000人が全土の７分の
４を保有していた。要はこの期間，少なくとも農村土地所有の集中度は弱まっていない。
　次に，土地譲渡自由化への苦闘を見よう。古いタイプの家族継承的不動産処分（family settlement）
によって，土地移転には制限的圧力がかかっていたのだが，これを減らし，家族財産（family 
property）の移転を容易にするため，様々の努力がなされていた。法についてみると，1856年までは
土地の終身使用者（tenant for life：ここでのtenantは農業主ではなく，貴族地主の家族間で土地を継承する者を指す
と思われる）による，終身期間を超えるリースは，原則としては出来なかった。この制限を超えるために，
個別法によって救済を求める途があったのだが，この1856年に救済が一般化された。さらに1877年，
継承的処分土地法（Settled Estates Act）によって，従来の法の想定を逆転させ，財産の継承的処分取
り決めで禁じられていない限り，リースは認められることになった。終身使用者による売却の困難を
克服するためには，財産の継承的処分取り決めにおいて，テナントの意志があれば受託者による販売
を認める条項が，長らく挿入されてきた。ただし，このやり方は，土地所有者の顰蹙を買っていた。
ちなみに，スコットランドでは1848年に，限嗣相続の相続人は相続財産を限嗣相続から解く権利を与
えられていた。最後に，漸く1882年になって，ケアンズ卿の継承的処分土地法（Lord Cairns’ Settled 
Land Act）が，イングランドにおける土地の終身使用者（上記と同じ）に「現存の全ての継承的不動産
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処分と両立するかぎり，土地を最も有利に使用するための最大かつ最も効果的な権限」を与えた。
　しかし，習慣も法も根本的な所では変化していなかった。終身使用者はリースの自由権を与えられ
たが，リース契約そのものは，あいかわらず年限付きが通常の形態だった（スコットランドでは19年
リースがあった）。イングランドでは多分惰性により，土地保有者も農業主も短期のリース契約を選
好していた。これが家父長関係もしくは商業関係と両立していたのだ（ウェールズでは，大部分の大
規模な土地では，農業主の世襲的地位継承が一般的だった）。先進農業地帯では，農業主は利潤の度
合いに誘導されて，各地を転々としていた。19世紀半ば頃には，土地贈与の緩和と家族の崩壊や消滅
のおかげで，土地がかなり自由に市場に出回り始めていたが，それでもなお上述のように，１人の大
貴族が14人と数えられるような事態があった。上述のケアンズ法によって，漸く土地が従来より活発
に移動する準備がととのえられ始めたのである。
　地主と農業主（landlord and farmer）との間の取決めについても，慣習が法を導くことになった。コ
モン・ローでは農業主が或る土地を出て行く場合，成育中の作物以外には，地主に対して何一つ権利
を主張できなかった。しかし，実際には農業者による資本投下（家屋，排水，廃棄物処理，土地改良，
垣根，その他の耐久的施設）には無視できないものがあった。これらを原因として，すでに1850年の
はるか以前から，「借地人の権利」を認める慣習（‘tenant right’ customs）が育っていた。例えばリン
カーンシャーの農業大変革期においては，開明的な地主達は借地者の資本投下に対する権利を認め，
これによってスコットランドの19年リースと同様の効果を得た。この権利を認めることで，借地者を
吸引出来たわけである。1875年に農業保有法（Agricultural Holdings Act）が成立した。これは，借地
人の土地改良等に対する補償を法制化し，土地を明け渡させる際の告知義務を課すことで，過去数世
紀に亘る法の想定を逆転させたのである。しかし，この法は農業主に寛大すぎるところがあり，農業
主は，地方での慣習が認定している場合は，この法の規定以上の条件を得ることすら出来た。1883年
の不況年に，農業主の保護は更に進んだ。この年の農業所有法（Agricultural Holdings Act〔England〕）
は，資本投下等に対する農業主への補償をもはや後者の手に委ねず，強制的なものとした。もっとも
これは厄介な法で，多くの解釈や修正をもたらす運命にあったが，ともあれ，土地関連諸法の歴史に
おける重要な転回点となった。
　その後すぐに，政治的な諸事件が社会経済制度を揺り動かすのだが，これらの土地関連諸法もその
先駆的現れであった。地方の労働者が選挙権を獲得した。州議会（County Council）が地方政府の担
い手となった。賢明で人気のある地主達は州議会を通じて活動を続けたが，そうでない地主達の地方
政治における力は縮小もしくは消滅した。端的な例は南ウェールズであって，1887年の地方議会法に
よって，同地の地主層全体が回復不能な打撃をこうむった。
（十分の一税）
　十分の一税はそれまで，現物で支払われたり，貨幣もしくは穀物のいずれで支払うかという契約に
従って支払われたりしており，イングランドとウェールズの耕作者達を不快にしてきたものだが，ヴィ
クトリア朝中期になって彼らはこの税から完全に解放された。1850年以降になると，例外的に家族伝
統によって課される場合以外は見られなくなった。1836年の自由党による法（6 and ₇ Wm. Ⅳ, c. 71）が，
1840年以降，順調に機能していた。この法はいわば国民化された支払い様式を生みだし，かつ税負担
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処分と両立するかぎり，土地を最も有利に使用するための最大かつ最も効果的な権限」を与えた。
　しかし，習慣も法も根本的な所では変化していなかった。終身使用者はリースの自由権を与えられ
たが，リース契約そのものは，あいかわらず年限付きが通常の形態だった（スコットランドでは19年
リースがあった）。イングランドでは多分惰性により，土地保有者も農業主も短期のリース契約を選
好していた。これが家父長関係もしくは商業関係と両立していたのだ（ウェールズでは，大部分の大
規模な土地では，農業主の世襲的地位継承が一般的だった）。先進農業地帯では，農業主は利潤の度
合いに誘導されて，各地を転々としていた。19世紀半ば頃には，土地贈与の緩和と家族の崩壊や消滅
のおかげで，土地がかなり自由に市場に出回り始めていたが，それでもなお上述のように，１人の大
貴族が14人と数えられるような事態があった。上述のケアンズ法によって，漸く土地が従来より活発
に移動する準備がととのえられ始めたのである。
　地主と農業主（landlord and farmer）との間の取決めについても，慣習が法を導くことになった。コ
モン・ローでは農業主が或る土地を出て行く場合，成育中の作物以外には，地主に対して何一つ権利
を主張できなかった。しかし，実際には農業者による資本投下（家屋，排水，廃棄物処理，土地改良，
垣根，その他の耐久的施設）には無視できないものがあった。これらを原因として，すでに1850年の
はるか以前から，「借地人の権利」を認める慣習（‘tenant right’ customs）が育っていた。例えばリン
カーンシャーの農業大変革期においては，開明的な地主達は借地者の資本投下に対する権利を認め，
これによってスコットランドの19年リースと同様の効果を得た。この権利を認めることで，借地者を
吸引出来たわけである。1875年に農業保有法（Agricultural Holdings Act）が成立した。これは，借地
人の土地改良等に対する補償を法制化し，土地を明け渡させる際の告知義務を課すことで，過去数世
紀に亘る法の想定を逆転させたのである。しかし，この法は農業主に寛大すぎるところがあり，農業
主は，地方での慣習が認定している場合は，この法の規定以上の条件を得ることすら出来た。1883年
の不況年に，農業主の保護は更に進んだ。この年の農業所有法（Agricultural Holdings Act〔England〕）
は，資本投下等に対する農業主への補償をもはや後者の手に委ねず，強制的なものとした。もっとも
これは厄介な法で，多くの解釈や修正をもたらす運命にあったが，ともあれ，土地関連諸法の歴史に
おける重要な転回点となった。
　その後すぐに，政治的な諸事件が社会経済制度を揺り動かすのだが，これらの土地関連諸法もその
先駆的現れであった。地方の労働者が選挙権を獲得した。州議会（County Council）が地方政府の担
い手となった。賢明で人気のある地主達は州議会を通じて活動を続けたが，そうでない地主達の地方
政治における力は縮小もしくは消滅した。端的な例は南ウェールズであって，1887年の地方議会法に
よって，同地の地主層全体が回復不能な打撃をこうむった。
（十分の一税）
　十分の一税はそれまで，現物で支払われたり，貨幣もしくは穀物のいずれで支払うかという契約に
従って支払われたりしており，イングランドとウェールズの耕作者達を不快にしてきたものだが，ヴィ
クトリア朝中期になって彼らはこの税から完全に解放された。1850年以降になると，例外的に家族伝
統によって課される場合以外は見られなくなった。1836年の自由党による法（6 and ₇ Wm. Ⅳ, c. 71）が，
1840年以降，順調に機能していた。この法はいわば国民化された支払い様式を生みだし，かつ税負担
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を軽くしていた。1836⊖86年間には，十分の一税が国民経済に占める比重は小さくなっていた。まず
税総額の動向を見ると，1830年代に計測された当該税（主要３穀物の７年間平均値）を基準とした場
合，1886年には基準値を13％下回り，その後は低下が続く新局面となっている。この50年間，十分の
一税の総額はほぼ400万ポンドほどだった。これは，1836⊖40年におけるイングランドとウェールズの
地代総額のおそらく10分の１ほどであったが，1883年には僅か12分の１ほどになっていた。今やこの
税は，完全に地代にかかる税という性格のものとなっていた。もっとも，契約によって借地人がこれ
を地主に支払うことは，しばしばあった。しかしこれも，1891年の十分の一税法によって漸く，十分
の一税の支払い義務が，地主と借地人との契約の如何にかかわらず，地主に課されることになったこ
とで消滅した。
（囲い込み）
　中期ヴィクトリア時代の農業主は，解放耕地や共同地，あるいはその囲い込みの問題によって煩わ
されることも殆どなかった。たしかに全イングランドおよびウェールズを通じて，1850年以降，ほぼ
全ての州で議会法による囲い込みが行われた。しかし，北西部（the North West）とウェールズにおけ
る幾つかの大規模囲い込みを別とすれば，それは残り地の整理にすぎなかった。1878年の囲い込み委
員達（the Enclosure Commissioners）は，1845年の一般的囲い込み法（the General Enclosure Act）以来，
ほぼ60万エーカー（１エーカーは約4,000m2）がこの法で処理されたと報告している。その殆どがウェス
トモーランド州とカーディガン州にあった。
　1865⊖75年の期間は，囲い込みの終焉期となった。もう囲い込むべき土地があまりなかったし，他方，
人口の多い都市化された社会は，公有地を牧牛地とか穀物畑としてではなく，公共のための「自由空
間」（‘open-space’）と考えるようになったからである。公有地保存のための組織的運動がロンドンで
始まった。10年に亘って，公有地保存協会が活動した。1876年に議会がはじめて「公有地の運命は囲
い込まれることではない」という想定に立って法制化を行った。これに伴い，公有地は農業史から社
会史の対象にシフトした。
（「ヨーマン」と小規模土地保有者）　
　耕作者である土地保有者，つまりヨーマンは，この時期どうなったのか。結論的には，その数は余
り変わらなかったか，僅かに減少した程度であろう。ヨーマンはカンバーランド，ウェストモーラン
ド，ヨークシャ ・ーデイル，アイル・オブ・アクゾーム（the Isle of Axholme）（いずれもイングランド北部）
およびフェン地方などでよく見られたが，他の地域にも多かれ少なかれ存在した。大土地保有者によ
る吸収，小資産保有者や借地農業者による土地購入などが，それぞれ減少・増加の原因となった。ウェー
ルズでは土地への執着が強く，土地売買が相対的に盛んであった。ここでは1890年代に存在した自由
土地保有者はごく近年の産物であった。国王領地の囲い込み，それに先駆けての無断占拠などを事由
として，自由保有土地が獲得されていた（とくにカーディガン州）。他方，10ないし20エーカーの小
規模保有者が生活に窮して大規模保有者に土地を買い取って貰う場合もあった。1887年に正確な調査
が行われたが，ウェールズでは耕地の10ないし12％が，所有者によって占有されていた（借地農業者に
貸し出されるのではなく）。その殆どが零細保有者だった。
　同じ調査によると，大ブリテンについては，当該数値は14ないし15％，イングランドでは15ないし
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16％，スコットランドでは12％強となっている。イングランドでは，この15⊖16％の全てが必ずしもヨー
マン保有地を表すものではなかった。大地主がたまたま耕作している場合や，借地農業者の居ない土
地が「土地保有者が耕作している土地」として統計処理される場合などがありうる。この時期，イン
グランドにおけるヨーマン保有土地が全耕地の12％を超えていたことはないだろう。なお，ヨーマン
が多かったのは，狩猟に不向きで水質もいずれかと言えば良くない地域であって，議会の「農業不況
問題委員会」報告（1882年）によると，陰鬱な80年代には彼らの状況は「嘆かわしい」と言われていた。
（土地統合と保有規模）
　かの経済困難期まで，土地保有状況に関する一般的見解は，借地農業者の平均的な保有面積
（holdings）は増加するだろうというものだった。例えばコーンウォールからケンブリッジにかけての
様々な地域で90年代初期に調査を行った或る委員も，40年代から最近10年以内に至る時期，調査した
全ての地域で土地統合の傾向が一般的である，と報告している。ウェールズでも，スコットランドと
共に，この頃は統合こそが農業進歩における唯一の希望の星と見られていた。
　たしかに1850年から1880年にかけて，農地統合はどこでも多かれ少なかれ進展していた。しかし，
統計数値は奇妙な状況（即ち統合と再分散の共存）を示唆している。具体的には，統計で「農業主・
牧畜業者」と申告した人々の数は全く減っていない。1851年の249,431人に対して，1881年の233,943
人という数値は，一見多少の減少を示しているようだが，実は1851年の数値には引退者が含まれてお
り，実質上，両者には殆ど差がない。
　1851年センサスでは，イングランドとウェールズの「農業主・牧畜業者」が使用している土地の総
面積は2,470万エーカー，農地面積の平均値は111エーカーだった。５エーカー以下の農場は7,656しか
記録されていない。イングランドでは，肉屋，荷馬車屋，牧牛業者，等々は自らを農業主として申告
していないので，これら零細土地保有はこの統計には含まれていない。1885年にはイングランドと
ウェールズで，これら非農業主の土地保有が算入されることになった。この結果，５エーカー以下
の保有は，1851年の7,656に対して，実に13万6000となっている。他方，スコットランドについては，
この期間に，５エーカー以下の小土地保有は辛うじて２倍になった程度におさまっている。それでも
２倍ほどになったのは，小農地保有や小屋住人保有分が算入されるようになったこと，肉屋・荷馬車
屋グループが若干増えたからである。
　５エーカー以下の保有を除いたイングランドとウェールズの1851年数値は，下の二つの表が示す通
りである。1851年統計と1885年統計は，グループ分けに多少の差異があり，これがやや下位グループ
の比重を大にしている。
　問題は農地保有の集中が進展しているかどうかだが，二つの表を観察したところでは，進展の徴は
殆ど見えない。辛うじて第一に50⊖100エーカー層の数が増えていること，第二にⅵグループの大規模
保有地数が減少していることを指摘しうるが，いずれも農地集中の顕著な進展を示唆するほどのもの
ではない。この30年間，農地統合は一般に考えられているよりも遙かに緩やかにしか進展していない。
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16％，スコットランドでは12％強となっている。イングランドでは，この15⊖16％の全てが必ずしもヨー
マン保有地を表すものではなかった。大地主がたまたま耕作している場合や，借地農業者の居ない土
地が「土地保有者が耕作している土地」として統計処理される場合などがありうる。この時期，イン
グランドにおけるヨーマン保有土地が全耕地の12％を超えていたことはないだろう。なお，ヨーマン
が多かったのは，狩猟に不向きで水質もいずれかと言えば良くない地域であって，議会の「農業不況
問題委員会」報告（1882年）によると，陰鬱な80年代には彼らの状況は「嘆かわしい」と言われていた。
（土地統合と保有規模）
　かの経済困難期まで，土地保有状況に関する一般的見解は，借地農業者の平均的な保有面積
（holdings）は増加するだろうというものだった。例えばコーンウォールからケンブリッジにかけての
様々な地域で90年代初期に調査を行った或る委員も，40年代から最近10年以内に至る時期，調査した
全ての地域で土地統合の傾向が一般的である，と報告している。ウェールズでも，スコットランドと
共に，この頃は統合こそが農業進歩における唯一の希望の星と見られていた。
　たしかに1850年から1880年にかけて，農地統合はどこでも多かれ少なかれ進展していた。しかし，
統計数値は奇妙な状況（即ち統合と再分散の共存）を示唆している。具体的には，統計で「農業主・
牧畜業者」と申告した人々の数は全く減っていない。1851年の249,431人に対して，1881年の233,943
人という数値は，一見多少の減少を示しているようだが，実は1851年の数値には引退者が含まれてお
り，実質上，両者には殆ど差がない。
　1851年センサスでは，イングランドとウェールズの「農業主・牧畜業者」が使用している土地の総
面積は2,470万エーカー，農地面積の平均値は111エーカーだった。５エーカー以下の農場は7,656しか
記録されていない。イングランドでは，肉屋，荷馬車屋，牧牛業者，等々は自らを農業主として申告
していないので，これら零細土地保有はこの統計には含まれていない。1885年にはイングランドと
ウェールズで，これら非農業主の土地保有が算入されることになった。この結果，５エーカー以下
の保有は，1851年の7,656に対して，実に13万6000となっている。他方，スコットランドについては，
この期間に，５エーカー以下の小土地保有は辛うじて２倍になった程度におさまっている。それでも
２倍ほどになったのは，小農地保有や小屋住人保有分が算入されるようになったこと，肉屋・荷馬車
屋グループが若干増えたからである。
　５エーカー以下の保有を除いたイングランドとウェールズの1851年数値は，下の二つの表が示す通
りである。1851年統計と1885年統計は，グループ分けに多少の差異があり，これがやや下位グループ
の比重を大にしている。
　問題は農地保有の集中が進展しているかどうかだが，二つの表を観察したところでは，進展の徴は
殆ど見えない。辛うじて第一に50⊖100エーカー層の数が増えていること，第二にⅵグループの大規模
保有地数が減少していることを指摘しうるが，いずれも農地集中の顕著な進展を示唆するほどのもの
ではない。この30年間，農地統合は一般に考えられているよりも遙かに緩やかにしか進展していない。
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（農法の改善：垣根：蒸気式耕作機：機械：排水：肥料）
　ケアードは1878年に，自分が1850年に書いた書物を読み返して，その後の農法は50年代にベストと
考えられていた状況を殆ど超えていない，と評している。たしかに土地が十分に整備されていないと
ころが多かった。具体的には，まず垣根の除去が進展していなかった。垣根は農業機械化，土壌改良，
通風・通光の改善，に対して障害となるばかりでなく，その除去がしばしば，土地の統合を伴うとい
う点でも重要だった。垣根除去に関しては，地域ごとの温度差があった。例えば1861年のヨークシャー
では，垣根は古くからの，意欲のない土地所有者の地所にしか残っていないと言われていたが，北ハ
ンプシャーでは垣根撤去派はむしろ少数であったようだ。レスターシャーの牧畜地帯では，牛囲いの
牛柵（時には高さ14フィートにもおよんだ）も，農業改革者達の不満の種になっていた。優れた農業
主達は，もはや家畜を有害な外気に曝すことはしなくなっていた。耕作農業が優秀だったのは，新た
に囲い込まれた地方である。ロジアン，東ライディング，リンカーン，ケンブリッジなどがそれに当
たる。これらの地方では，畑地は広く，垣根は少ししかないか小規模であった。しかし，古い時期に
囲い込まれた地方では，どこでも垣根が残存した。そういう地方では，効率的農業が必要とするより
は垣根の数が遥かに多く，また大々的でもあった。ケアードの上記報告（1878年）以降，不況の年が
続き，垣根はいっそう成長した。除去にはコストがかかったからである。
　垣根除去推進派はおおむね，新たな蒸気力による耕作の推奨者でもあった。60年代の農業文献には，
この蒸気式耕作についての記述が充満している。コスト，蒸気式に適した土壌・地表，蒸気式用具に
適した農場規模，等々。実際の進展は遅々としており，たとえば1865年の東ロジアンでは，一式用具
は僅かに５組あっただけだった。1867年に王立農業学会の委員会が全面的な調査を行ったが，これに
よると，連合王国全体で蒸気式耕作の行われているのは20万エーカーにすぎなかった。委員会は，30
２－７－１表　1851年における農地保有状況（イングランドとウェールズ）
農地規模
（エーカー） 農場の数
当該グループの保有面積
（エーカー）
当該グループ面積の
全体に占める比重（％）
ⅰ
ⅱ
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ
　5⊖49
50⊖99
100⊖299
300⊖499
500⊖999
1,000以上
　90,100
　44,600
　64,200
　11,600
　　4,300
　　 　771
　2,122,800
　3,206,500
11,015,800
　4,360,900
　2,841,000
　1,112,300
　8.6
13.0
44.6
17.6
11.5
　4.5
合計＊ 215,571 24,659,300 99.8
＊クラパムの原表には，合計欄はない。
２－７－２表　1885年における農地保有状況（イングランドとウェールズ）
農地規模
（エーカー） 土地保有数
当該グループの保有面積
（エーカー）
当該グループ面積の
全体に占める比重（％）
ⅰ
ⅱ
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ
　5⊖50
　51⊖100
101⊖300
301⊖500
　501⊖1,000
1,000以上
200,100
　54,900
　67,000
　11,800
　　4,200
　 　　573
　3,888,700
　4,021,000
11,519,400
　4,472,300
　2,737,600
　 　745,500
14.0
14.5
41.6
16.1
　9.9
　2.7
合計＊ 338,573 27,384,500 98.8
＊クラパムの原表には，合計欄はない。
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⊖40エーカーの標準型の畑，栽培作物の自由性の拡大，借地人の権利拡大，垣根除去のため借地人と
地主がいっそう協力すること，などが必要だと主張した。次の10年間，蒸気式耕作地の測定は行われ
なかったが，進展が僅少であったことはまちがいない。というのも委員会の挙げた諸条件が少ししか
満たされなかったからだ。自然条件よりは人的な限界が決定的だった。
　しかし，（耕作機以外の）農業機械の使用は大いに進展していた。たしかに1850年代初期にはサセッ
クスで，また1861年にはワイト島などで，中世さながらの農法が報告されているが，次の20年間には
蒸気式の脱穀機が全国に浸透していた。蒸気式脱穀機が，からざおや人力・馬力脱穀機に勝利したこ
とが，この時期，おそらく最も重要な変化であった。もちろん，この勝利は完全なものではなかった。
脱穀機自体の浸透も地方差が大きかったし，刈り取り器（穀物用にせよ，草用にせよ）については浸
透がいっそう遅れていた。地域的にはウェールズ，イングランドのウースターシャー，ミドルセック
ス，北西部，南西部などで，後進性が目立っていた。スコットランドでは地域差がイングランドにお
けるよりも大きく，先進的なロジアンでは60年代半ば頃になるとイングランドの蒸気式脱穀機やアメ
リカ製の進んだ草刈り器を，かなり導入していた。
　もっとも，排水については，小規模で旧式な牧場の多いスタッフォードシャーのような西部の地方
でも，1850年以来，しっかりした仕事が行われていた。1870年までには，満足できぬまでも，最低限
必要な措置は採られていた。これは，おそらく全国的にも言えることである。ハンティンドンでは，
排水進展のために，1868年までに収量が２倍になったと言われていた。粘土質の地方では，特に排水
の効果が大であった。1873年の上院委員会で，ケアードは，ブリテン（イングランドとウェールズの
みではない）の排水必要土地を1,000万エーカー以上，必要措置の採られた土地を400ないし500万エー
カーと推定している。彼はまた「どんな地所であれ，その半ば以上に排水が必要というところはなかっ
たし，チョーク質土壌の一大部分は排水を全く必要としなかった」とも述べている。彼は1850⊖51年
に，農業の全体的な後進性を指摘した人物だが，以後「囲い込み委員会」委員として農地改良事業を
検分してきただけに，発言には説得力がある。排水が進展したのは政府の助力にもよっていた。政府
援助は1846年のピール法に端を発している。この時，政府は，自由貿易に脅威を感じた地主に対して
200万ポンドの排水ローンを組んだ。ウイッグ党の下でも1850年に，さらに200万ポンドのローンが組
まれた。その間の４年間に，政府資金が底をついても事業が続行されるようにと，二つの重要な排水・
農地改良会社（前後から，主要事業は金融であった，と読める）が個別法で認可された。さらに二つの会社
が1853⊖56年間に設立された。
　政府や会社の関与しないところでも，排水に関しては多くのことが成された。農業主と地主との協
力は1846年以前に始まっていた。両者間の費用負担は様々の方法で行われた。1878年にはケアードは，
農地改良において，ブリテンの地主達は政府や会社から借り入れた額以上の金額を自己資金から捻出
した，と確信している。1878年後も，排水改善事業は続いていたが，緩やかになり，折からの物価下
落と地代低落のために停滞した。とはいえ，乾燥した土壌の増加とそれによる健康な作物・家畜の増
加は，排水改善事業が大きな成果を上げたことを証明している。
　排水で特に進歩したのは，排水用パイプ製造機だろう。1840年代にはせいぜい直径1.5インチまで
のパイプしか用いられていなかったのだが，1870年代までにはすべて２インチ以上，太いものは５な
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⊖40エーカーの標準型の畑，栽培作物の自由性の拡大，借地人の権利拡大，垣根除去のため借地人と
地主がいっそう協力すること，などが必要だと主張した。次の10年間，蒸気式耕作地の測定は行われ
なかったが，進展が僅少であったことはまちがいない。というのも委員会の挙げた諸条件が少ししか
満たされなかったからだ。自然条件よりは人的な限界が決定的だった。
　しかし，（耕作機以外の）農業機械の使用は大いに進展していた。たしかに1850年代初期にはサセッ
クスで，また1861年にはワイト島などで，中世さながらの農法が報告されているが，次の20年間には
蒸気式の脱穀機が全国に浸透していた。蒸気式脱穀機が，からざおや人力・馬力脱穀機に勝利したこ
とが，この時期，おそらく最も重要な変化であった。もちろん，この勝利は完全なものではなかった。
脱穀機自体の浸透も地方差が大きかったし，刈り取り器（穀物用にせよ，草用にせよ）については浸
透がいっそう遅れていた。地域的にはウェールズ，イングランドのウースターシャー，ミドルセック
ス，北西部，南西部などで，後進性が目立っていた。スコットランドでは地域差がイングランドにお
けるよりも大きく，先進的なロジアンでは60年代半ば頃になるとイングランドの蒸気式脱穀機やアメ
リカ製の進んだ草刈り器を，かなり導入していた。
　もっとも，排水については，小規模で旧式な牧場の多いスタッフォードシャーのような西部の地方
でも，1850年以来，しっかりした仕事が行われていた。1870年までには，満足できぬまでも，最低限
必要な措置は採られていた。これは，おそらく全国的にも言えることである。ハンティンドンでは，
排水進展のために，1868年までに収量が２倍になったと言われていた。粘土質の地方では，特に排水
の効果が大であった。1873年の上院委員会で，ケアードは，ブリテン（イングランドとウェールズの
みではない）の排水必要土地を1,000万エーカー以上，必要措置の採られた土地を400ないし500万エー
カーと推定している。彼はまた「どんな地所であれ，その半ば以上に排水が必要というところはなかっ
たし，チョーク質土壌の一大部分は排水を全く必要としなかった」とも述べている。彼は1850⊖51年
に，農業の全体的な後進性を指摘した人物だが，以後「囲い込み委員会」委員として農地改良事業を
検分してきただけに，発言には説得力がある。排水が進展したのは政府の助力にもよっていた。政府
援助は1846年のピール法に端を発している。この時，政府は，自由貿易に脅威を感じた地主に対して
200万ポンドの排水ローンを組んだ。ウイッグ党の下でも1850年に，さらに200万ポンドのローンが組
まれた。その間の４年間に，政府資金が底をついても事業が続行されるようにと，二つの重要な排水・
農地改良会社（前後から，主要事業は金融であった，と読める）が個別法で認可された。さらに二つの会社
が1853⊖56年間に設立された。
　政府や会社の関与しないところでも，排水に関しては多くのことが成された。農業主と地主との協
力は1846年以前に始まっていた。両者間の費用負担は様々の方法で行われた。1878年にはケアードは，
農地改良において，ブリテンの地主達は政府や会社から借り入れた額以上の金額を自己資金から捻出
した，と確信している。1878年後も，排水改善事業は続いていたが，緩やかになり，折からの物価下
落と地代低落のために停滞した。とはいえ，乾燥した土壌の増加とそれによる健康な作物・家畜の増
加は，排水改善事業が大きな成果を上げたことを証明している。
　排水で特に進歩したのは，排水用パイプ製造機だろう。1840年代にはせいぜい直径1.5インチまで
のパイプしか用いられていなかったのだが，1870年代までにはすべて２インチ以上，太いものは５な
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いし６インチにもなっていた。旧式のパイプは新式に取り替えられ，より深い場所に埋設された。
　肥料面での進歩は，排水ほど顕著ではなかった。1850年代前半，アンモニアとリン酸はよく知られ
ていた。またちょうどこの頃，進歩派農業者達の間ではグアノへのブームも始まっていた。とは言え，
この頃，知的な施肥が一般的であったとはとても言えない。厩肥を合理的に使用することさえ普及し
ていなかったし，農業主達は，化学肥料の使用には概して懐疑的だった。ケアードは1878年になって
なお，硝酸ソーダが重量あたり50倍の厩肥に匹敵すること，施肥の労力も５分の１ですむこと，など
を説教していた。硝酸の使用が緩やかに伸びている間に，グアノの輸入は急減しつつあった。何より
コストが高くついた。輸入硝酸も農業主にはコストが高く，1876年以降，経済困難の時期に入ると，
使用は停滞した。グアノ輸入は，1887年には殆どネグリジブルになっていた。
　1870年代後期までには，国産の過リン酸石灰は最も広範に用いられる人工肥料となっており，骨か
ら作られるリン酸やグアノに取って代わっていた。価格も比較的安く，賢明な人々は，これを自由に
用いていた。ただ，どの程度に，という点はわからない。
（作物と作付けの回転：家畜）
　1850⊖86年間，ブリテンの作付けのやり方には，本質的変化は全くなかった。1830⊖46年間の，パン
用穀物自給を巡る最後の闘争期においてすら，イングランドとウェールズの土地は，耕作地と恒久的
な牧草地とにほぼ均等に分割されていたと言っても良い。1860年代末頃に初めて統計が作製されたと
き，牧草地の割合は43％だった。1870年以降は牧草地比率は徐々に高まり，1883年になって漸く耕作
地をしのぐようになった。しかし，1886年になってもなお，牧草地の割合は52％にすぎなかった。
　作付け回転については，1850年以前にすでに弾力化が一般化していた。次の１世代には，弾力化は
いっそう進展した。厳密な「ノーフォーク式」４コース農法は，あまり変わるところなく，多くの地
方（とくに東部）で維持されていた。種々の標準的な５コース回転方式があったが，ブリテンの土壌
は一つの農場内部でさえ非常に多様であり，また，重い土質の農地は，とりわけ異なった扱いを必要
としたので「季節の命ずるままの農法」，あるいは「規則的なやり方を採らない農法」，もしくは「独
自方式を採る」農業主などがしばしば話題となった。個々の農法は，種々の地方基準によって異なっ
ていた。たとえばスタッフォードの粘土質土壌の農業主達は牛や酪農を意識して，５ないし６コース
の回転方式を採っていた。その場合，真ん中には２年ないし３年の連作種子が蒔かれた。コーンウォー
ルでも似たような農法だったが，より粗放的で，旧式のアウトフィールド農法を残していた。またロ
ジアンの標準方式は，次のような，それぞれ別個の作物から成る６コース式だった：シーズ（seeds），
カラス麦，ジャガイモもしくは豆，小麦，カブラ，大麦。これがしばしばイングランドにも適用され
たが，その場合はどこかにもう一つ小麦が組み込まれる傾向が強かった。アバディーンは主に牛の飼
育で生計を立てていたのだが，ここではシーズ，シーズ，カラス麦，根菜，大麦，であった。スコッ
トランド式回転では小麦が組み込まれることはまれで，このことはその後の諸恐慌（小麦を原因とす
る恐慌という要素が強かった）に，スコットランドの抵抗力が強かった説明要因でもある。
　注意深い地主は常に農業主との契約に作付け条件を挿入しており，これが時には農業主の不満の種
となっていた。しかし，全体としてはこのやり方は，農業にとっても土地にとっても良好に機能した
ようだ。弾力的に運営される場合（状況が悪い場合には，条件違反も大目に見られるなど）は，余計
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にそうであった。80年代の悪条件下では，粘土質土壌の農業主達は，資金節約上，旧来型３コース制
農法に回帰することもあった。
　1850年代のブリテンは，他の欧州諸国に比べて，おそらく面積あたりで最も家畜の頭数が多かった
だろう。これは恒久的な牧草地が国土の40⊖50％あり，耕作地と牧畜地との関係も確立されていたか
らである。フランスの農業著述家L. ドゥ . ラヴァニュ（Léonce de Lavergne）は，1850年代初頭に，連
合王国はフランスの５分の３の面積で，同数程度の羊を飼育しており，その質はより優れていると信
じている。これはアイルランドやスコットランドに羊が多くなかったことを考慮すると，いっそう注
目すべきことである。1867⊖79年の農業統計では，ブリテンの羊頭数は2,800万頭から3,000万頭，1880
年代初期には2,430万頭から2,650万頭となっている。
　70年代，80年代には，時折「1850年以来，ハイランドで鹿の棲む森が拡大してブリテンの羊頭数を
大いに減少させた」という議論が行われた。かつては羊が小作人を食いつくし，今度は貪食の鹿が羊
を駆逐したというわけだが，1873年と1884年に行われた注意深い算定によると，その駆逐数は最大で
も40万頭止まりで，実際は遙かに少なかった。たしかに山の羊は重要であったとは言え，全体として
みれば，耕作平地の羊頭数は山地のそれより，はるかに多かった。どの時代をとっても，19世紀のブ
リテンにおけるほど，耕作農地と羊農地とのバランスがうまくとれていた国はない。1878年以降の困
難な時期でも，この事情は変わらなかった。
　ラヴァニュは，羊ほどではないが，牛についてもブリテンはフランスより質量ともに優れていると
述べていた。量的な面では，国土が比較的狭いのに相当数の牛が居ることを念頭に置いていた。彼は
ブリテンの牛の頭数を600万頭としているが，1867年から1883年に至る期間の記録も，ほぼこの頭数
をめぐって上下しているので，妥当な推計だろう。彼はシーザーの『ガリア戦記』をも引用しつつ，
ブリテン人は驚くほどミルク，チーズ，バターを消費すると述べている。また，ブリテンの酪農業者
がフランスの２倍ものミルクを販売し，消費側はそれでも足らずに海外からもバターやチーズを輸入
している，と記している。なお，イギリス人はフランス人と異なって，19世紀末頃には羊の乳からチー
ズを作ることを止めてしまった。
　ブリテンが牛の飼育において優れていたゆえんは，ミルクと肉の生産に集中し，牛力の利用を切り
捨てたところにある。たしかに1878年になってもなお，南西部の諸州では，僅かながら耕作用牛力の
利用があった。しかし，少なくとも1800年以降は，それはアナクロニズムとなっていた。近代型の牛
は全て短角種で，肉用もしくはミルク用，あるいはその双方であった。毎年，穀物に対比して肉と酪
農製品の重要性が高まっていった。ケアードは1850年と1867年の間に，肉・酪農製品の価格は50％上
昇したと考えている。卸売価格上昇率は，これよりやや低くて40％ほどだったが，もちろん40％でも
農業主やその地主達を鼓舞するには十分だった。牛や去勢牛の飼育の仕方も，冬でも外気に曝したま
まのやり方から，屋根のある小屋に収容する方向へと，次第に全国的にシフトしつつあった。
（地主達の資本投下と地代収入）
　牛囲いの建設は，人間用の小屋や排水施設の建設と同様，地主の仕事だった。当時，地代収入は増
加傾向にあった。ブリテン全体については，1851⊖52年から1878⊖79年の期間における土地収入（the 
income from Lands：所得税のA表）は，4,700万ポンドから 6,000万ポンドに，つまり28％ほど，増加
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にそうであった。80年代の悪条件下では，粘土質土壌の農業主達は，資金節約上，旧来型３コース制
農法に回帰することもあった。
　1850年代のブリテンは，他の欧州諸国に比べて，おそらく面積あたりで最も家畜の頭数が多かった
だろう。これは恒久的な牧草地が国土の40⊖50％あり，耕作地と牧畜地との関係も確立されていたか
らである。フランスの農業著述家L. ドゥ . ラヴァニュ（Léonce de Lavergne）は，1850年代初頭に，連
合王国はフランスの５分の３の面積で，同数程度の羊を飼育しており，その質はより優れていると信
じている。これはアイルランドやスコットランドに羊が多くなかったことを考慮すると，いっそう注
目すべきことである。1867⊖79年の農業統計では，ブリテンの羊頭数は2,800万頭から3,000万頭，1880
年代初期には2,430万頭から2,650万頭となっている。
　70年代，80年代には，時折「1850年以来，ハイランドで鹿の棲む森が拡大してブリテンの羊頭数を
大いに減少させた」という議論が行われた。かつては羊が小作人を食いつくし，今度は貪食の鹿が羊
を駆逐したというわけだが，1873年と1884年に行われた注意深い算定によると，その駆逐数は最大で
も40万頭止まりで，実際は遙かに少なかった。たしかに山の羊は重要であったとは言え，全体として
みれば，耕作平地の羊頭数は山地のそれより，はるかに多かった。どの時代をとっても，19世紀のブ
リテンにおけるほど，耕作農地と羊農地とのバランスがうまくとれていた国はない。1878年以降の困
難な時期でも，この事情は変わらなかった。
　ラヴァニュは，羊ほどではないが，牛についてもブリテンはフランスより質量ともに優れていると
述べていた。量的な面では，国土が比較的狭いのに相当数の牛が居ることを念頭に置いていた。彼は
ブリテンの牛の頭数を600万頭としているが，1867年から1883年に至る期間の記録も，ほぼこの頭数
をめぐって上下しているので，妥当な推計だろう。彼はシーザーの『ガリア戦記』をも引用しつつ，
ブリテン人は驚くほどミルク，チーズ，バターを消費すると述べている。また，ブリテンの酪農業者
がフランスの２倍ものミルクを販売し，消費側はそれでも足らずに海外からもバターやチーズを輸入
している，と記している。なお，イギリス人はフランス人と異なって，19世紀末頃には羊の乳からチー
ズを作ることを止めてしまった。
　ブリテンが牛の飼育において優れていたゆえんは，ミルクと肉の生産に集中し，牛力の利用を切り
捨てたところにある。たしかに1878年になってもなお，南西部の諸州では，僅かながら耕作用牛力の
利用があった。しかし，少なくとも1800年以降は，それはアナクロニズムとなっていた。近代型の牛
は全て短角種で，肉用もしくはミルク用，あるいはその双方であった。毎年，穀物に対比して肉と酪
農製品の重要性が高まっていった。ケアードは1850年と1867年の間に，肉・酪農製品の価格は50％上
昇したと考えている。卸売価格上昇率は，これよりやや低くて40％ほどだったが，もちろん40％でも
農業主やその地主達を鼓舞するには十分だった。牛や去勢牛の飼育の仕方も，冬でも外気に曝したま
まのやり方から，屋根のある小屋に収容する方向へと，次第に全国的にシフトしつつあった。
（地主達の資本投下と地代収入）
　牛囲いの建設は，人間用の小屋や排水施設の建設と同様，地主の仕事だった。当時，地代収入は増
加傾向にあった。ブリテン全体については，1851⊖52年から1878⊖79年の期間における土地収入（the 
income from Lands：所得税のA表）は，4,700万ポンドから 6,000万ポンドに，つまり28％ほど，増加
『近代イギリス経済史　第２巻　第３編　自由貿易と鋼，1850-1886 年』要綱，第７章 499
していた。スコットランドでは増加率が41％と高く，イングランドとウェールズのそれは25％だった。
牧畜地帯の方が耕作地帯よりも増加率が高かった。これらの土地収入から，どれだけが上記の土地囲
い等々の農地改良事業に投下されたかは不明だが，相当額であったことは間違いなく，とくに粘土地
帯ではそうであった。ともあれ，全体としての地主層が1870年代末までは快適に暮らし，地代や土地
価格も上昇していたことはたしかである。しかし，それ以降は，世紀末にかけて（実は，それ以降も）
土地収入は年々低落していった。
（農産物価格の大幅低落：農業不況）
　1881年の王立農業問題委員会で或る証人は「ここ数年は穀物不作で価格が上昇した」と述べている
が，実は1870年代後半の事態はこれとは異なる。たしかに雨の多い1870年代後半は農業不況の時期と
なった。ケアードは同じ農業問題王立委員会において，価格統計数値を示すことで，以下の二つの時
期を対比させている。第１期は1852⊖1862年の10年間の内，不作の５年であり，第２期は1873，1875，
1876，1877，1879年の加速度的不作の５年，である。彼によると，第１期では１エーカーあたりの小
麦収量は平均24ブッシェルで，１クォーターあたり61s.1d.をもたらした：第２期の対応数値は，それ
ぞれ19ブッシェルと49s.10d.であった。小麦価格の低落はその後も続き，1887年には32s.台になってい
た。1884⊖87年（４年間）の小麦価格平均値は1874⊖77年のそれに比べ，35％も下落していた。カラス
麦価格は31％，大麦価格も28％低落していた。
　1877年までは，穀物価格の動きは漸次的であったと言える。1867⊖77年間の穀物価格指標は1838⊖47
年（いわゆる「飢餓の1840年代」）のそれに比べ２％ほど下落していたにすぎない。1877年頃までは，
ブリテンが相当程度，外国に穀物を依存してもなお，穀物価格低落を相殺しうるような国際的・国内
的な諸要因が働いていたのだ。しかるに，1870年代末頃，大麦やカラス麦はそれぞれ消費量の５分の
１， ６分の１程度が輸入されていたにすぎないが，小麦はすでに70％を輸入に頼っていた。その後も，
この割合が恒久的に低下することはなかった。実はアメリカの鉄道とブリテンの蒸気式貨物船が，価
格下落ひいては消費者に貢献していたのである。
　（他の農産物の価格状況はどうだったのか。）ケアードは1878年に，価額においてブリテン主要農産物の５
分の１を占めるミルク・干し草・麦わら（街の消費用）については，外国との競争は存在しないと論
定している。その後７，８年の間も事態は不変であった。これらの農産物は（価額面で）大麦の２倍程度，
小麦の４分の３程度の重要性があった。牛肉市場では長年に亘る外国との競争があったし，豚肉およ
びその諸製品，さらにバター，チーズについても外国との活発な競争があった。しかし，1885年にお
いてさえ，輸入牛肉は重量で総消費量の９％にすぎず（価格面ではもっと低くなる），輸入マトンの
当該数値も７⊖８％程度だった。肉・バター価格指数の動向が，状況を反映している。1860年代末頃
には，指数は1850⊖51年水準を30⊖45％上回っていた。1873年にはこの数値は60％にまで上昇し，その
後下落したものの，1885年に至るまでは，60年代末水準まで下がることがなかった。ミルク・干し草・
麦わらにも深刻な下落はなかったと考えてよい。
　羊毛価格は特に悲惨な経過をたどった。綿花飢饉と1870年代初頭の取引ブームで羊毛価格は大幅に
上昇したが，1885⊖86年には1873⊖74年価格の半分ほどに下落していた。全てが羊毛にとって悪い影響
を及ぼした。金事情，消費低迷，輸送費の低下，ファッションの変化などがそれである。ファッショ
－69－
一ノ瀬　篤500
ンの変化はリンカーンやレスターの長い繊維の羊毛価格を異常に引き下げてしまった。1873⊖74年に
はポンド当たり23d.弱であった標準級のリンカーン羊毛が，1883⊖86年には10d.で買えた。前例もなけ
れば理由も不明な事態によって，豊かな穀物・羊毛産地であったリンカーンの高原地帯農場の多くが
崩壊の危機に瀕した。
　1881⊖82年の委員会は，農業不況の原因を主として天候によるものと誤認していた。ヨークシャー
はミッドランドより雨が少なかったので被害が少ない，などと述べていた。たしかに外国との競争が
ケアード的ジレンマ，つまり「穀物生産減少下の価格低迷」，の真の原因かもしれないと認めてはいた。
しかし，彼らはその重要性を看過する傾向が強かった。大陸で不況被害の少なかったのは，デンマー
クのような酪農国だけであったこと，国内ではチェシャーが他の諸州に比べて被害が少なかったこと
に注目しながらも，彼らはすでに明白であったことを強調するところがなかった。すなわち天候問題
等の諸要因を超えて，穀物輸送の問題が厳存している，という認識が欠けていた。穀物輸送問題の背
後には，将来における肉・羊毛の新しい輸送方法という問題も隠れていた。地理的距離が輸入に対す
る自然的防壁になるというような時代ではなくなってきていたのだ。
　1881⊖82年の補助委員達（Assistant Commissioners）の報告（「一般報告」の中に収録）では，小麦
や耕作農業が副次的であったり，大きな都市が近いような地域では，真に深刻な不況の徴候は見られ
ないと述べている。チェシャー，ランカシャー等の北部諸州では皆無，ケント，コーンウォール等の
南部・西部諸州，ウェールズの丘陵地方の農業主にも殆ど不況の徴候なし，とされている。とくにウェー
ルズの最西部６州では，東部イングランドの地主達が地代を軽減したり借り手を失ったりしていたの
に対して，1878⊖79年以降も地代の軽減は非常に僅かで，1893⊖94年に至っても78⊖79年に比べて2.1％
の低下にとどまっており，1864⊖65年水準に比べると18.5％も上回っていた（他方，ウェールズでも
東部では，1864⊖65年水準近くまで低下していたのである）。これらに対してイングランドでは，1864
⊖65年に比べると，1893⊖94年には地代は15.2％も下がっていた（「ウェールズの土地に関する王立委
員会」報告，469頁）。
　イングランドとウェールズの全体を合わせると，1878⊖79年を基準年次とした場合，1893⊖94年の地
代は22.6％の低下となっている。スコットランドではその値は18.5％にとどまった。同地は西部型の
農業環境であり，小麦栽培も格段に少なかった。イングランドでは，西部の被害が僅少だっただけに，
不況の波をフルにかぶった諸州では，当然，22.6％をはるかに上回る幅で地代が下落した。中には当
該15年間の間に38.9％も下落したケースもあった。
　地代の調整的な下落が始まる以前，農業主達がいかに絶望的な状況に置かれていたかは，1881⊖82
年の調査から明らかである。1875⊖79年の不作の時期，地代はまだ上昇していた。土地価格も，地代
の上昇を反映してインフレ評価されて売買されていた。ウェールズでは地価は「馬鹿げた値段」にま
で上昇していた。しかしウェールズは上記のように，この時期，比較的恵まれた地方だった。イング
ランドの北西，南西部も同様である。しかしウェールズでもイングランドとの国境地帯の諸州や，イ
ングランドの西ミッドランドでは，1881年までに，この１世代間で最悪の状況になっていた。東ミッ
ドランド，東アングリアではそれより悪く，粘土・沼地地帯が多いケンブリッジ，エセックス等は最
悪と言われていた。
－70－
一ノ瀬　篤500
ンの変化はリンカーンやレスターの長い繊維の羊毛価格を異常に引き下げてしまった。1873⊖74年に
はポンド当たり23d.弱であった標準級のリンカーン羊毛が，1883⊖86年には10d.で買えた。前例もなけ
れば理由も不明な事態によって，豊かな穀物・羊毛産地であったリンカーンの高原地帯農場の多くが
崩壊の危機に瀕した。
　1881⊖82年の委員会は，農業不況の原因を主として天候によるものと誤認していた。ヨークシャー
はミッドランドより雨が少なかったので被害が少ない，などと述べていた。たしかに外国との競争が
ケアード的ジレンマ，つまり「穀物生産減少下の価格低迷」，の真の原因かもしれないと認めてはいた。
しかし，彼らはその重要性を看過する傾向が強かった。大陸で不況被害の少なかったのは，デンマー
クのような酪農国だけであったこと，国内ではチェシャーが他の諸州に比べて被害が少なかったこと
に注目しながらも，彼らはすでに明白であったことを強調するところがなかった。すなわち天候問題
等の諸要因を超えて，穀物輸送の問題が厳存している，という認識が欠けていた。穀物輸送問題の背
後には，将来における肉・羊毛の新しい輸送方法という問題も隠れていた。地理的距離が輸入に対す
る自然的防壁になるというような時代ではなくなってきていたのだ。
　1881⊖82年の補助委員達（Assistant Commissioners）の報告（「一般報告」の中に収録）では，小麦
や耕作農業が副次的であったり，大きな都市が近いような地域では，真に深刻な不況の徴候は見られ
ないと述べている。チェシャー，ランカシャー等の北部諸州では皆無，ケント，コーンウォール等の
南部・西部諸州，ウェールズの丘陵地方の農業主にも殆ど不況の徴候なし，とされている。とくにウェー
ルズの最西部６州では，東部イングランドの地主達が地代を軽減したり借り手を失ったりしていたの
に対して，1878⊖79年以降も地代の軽減は非常に僅かで，1893⊖94年に至っても78⊖79年に比べて2.1％
の低下にとどまっており，1864⊖65年水準に比べると18.5％も上回っていた（他方，ウェールズでも
東部では，1864⊖65年水準近くまで低下していたのである）。これらに対してイングランドでは，1864
⊖65年に比べると，1893⊖94年には地代は15.2％も下がっていた（「ウェールズの土地に関する王立委
員会」報告，469頁）。
　イングランドとウェールズの全体を合わせると，1878⊖79年を基準年次とした場合，1893⊖94年の地
代は22.6％の低下となっている。スコットランドではその値は18.5％にとどまった。同地は西部型の
農業環境であり，小麦栽培も格段に少なかった。イングランドでは，西部の被害が僅少だっただけに，
不況の波をフルにかぶった諸州では，当然，22.6％をはるかに上回る幅で地代が下落した。中には当
該15年間の間に38.9％も下落したケースもあった。
　地代の調整的な下落が始まる以前，農業主達がいかに絶望的な状況に置かれていたかは，1881⊖82
年の調査から明らかである。1875⊖79年の不作の時期，地代はまだ上昇していた。土地価格も，地代
の上昇を反映してインフレ評価されて売買されていた。ウェールズでは地価は「馬鹿げた値段」にま
で上昇していた。しかしウェールズは上記のように，この時期，比較的恵まれた地方だった。イング
ランドの北西，南西部も同様である。しかしウェールズでもイングランドとの国境地帯の諸州や，イ
ングランドの西ミッドランドでは，1881年までに，この１世代間で最悪の状況になっていた。東ミッ
ドランド，東アングリアではそれより悪く，粘土・沼地地帯が多いケンブリッジ，エセックス等は最
悪と言われていた。
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　1880年までには，地代上昇は終わっていた。支払い不履行，減額，免除などが生じていた。新規契
約には低い地代が適用された。耕作が放棄された土地もあった。しかし，その面積は多大ではなかっ
た。ただし1879⊖85年間には，1874⊖78年に比べて，平均して13万3000エーカー以上の休閑地や作付け
のない土地があったことには注意が必要だ。費用のかかる排水工事や諸施設への資金投下は停滞した。
1879年からは『王立農業学会誌』がオランダやデンマークの牧畜農業に関する論文を多く載せるよう
になっている。1879⊖87年間に，150万エーカー（10.5％）ほどが恒久的牧草地に加わっている。この
時期をうまく切り抜けた農場主は市場感覚をもち，いかに巧みに農業を運営していくかを心得た人々
だった。彼らのうちの何人かは，脱落者の農地を次々に引き受けて経営を拡大した。
（農業労働：労働収入の改善）　
　1881⊖82年の委員会および補助委員会では，農業主層が盛んに自分たちの被っている災厄を並べ立
てたが，その際，農業労働者達の労働の質が低下したという不満が多かった。意欲・根気・技術が欠
けているというのである。しかし彼らは農業労働者階級がますます社会的・政治的な自意識を持ち始
めていること，これが自分達を悩ましている労働者階級の不満の原因であることに気づいていなかっ
た。彼らは歴史的に見て不満と革命の時代が到来していることを学んでいなかった。そこで，全てが
彼らには不条理なことに思えたのである。というわけで1881⊖82年には，彼らは労働者達が「これま
でにない恵まれた状況を享受している」という点で意見が一致していた。10年後に不況が過ぎ去った
時には彼らの証言はもっと一般的かつ端的になっていた。1867年の調査と1891⊖92年の調査との間に
は，法制の助力が殆どない状況下で，静かな経済的革命とも言うべきものが進行していた。労働者の
地位の向上である。「この革命は地主・農業資本家の利潤の４分の１（従来はそうだった）ではなくて
３分の１を労働者に移転させるに至った」という報告（1893⊖94年委員会のリトル〔W. C. Little〕報告）
もある。この計算に十全の信頼を置くことは出来ないが，ともあれ，この頃の所得移転の趨勢とその
かなり正確な時期を示唆している。この頃，或る外国の英国経済研究者は，農業労働者１日当たり賃
金の購買力を小麦で測った場合について一覧表を公刊していたが（上記リトル報告に引用されている
ドイツ人G. Steffenの研究），これによると1840年代の平均的１日賃金が16ポンド（重量）の小麦しか
買えなかったのに対して，50年代には17ポンド，70年代には23ポンド，80年代には30ポンドが買える
ようになっていた。製粉やパン焼きの費用は下がっていなかったので，労働者の生活は，今挙げた数
値が示唆するほどには改善されなかっただろうが，それでも大まかには80年代の労働者は，彼の父よ
り50％ほど生活が良くなっていたと考えてよい。ただし，パンのみを基準にしての話である。
　現金収入（週）に収穫物等々の現物収入（貨幣価値に換算）を加えた額の動向を，その1892年の額
を100としてグラフで示すと，286頁（クラパムの原著頁）に見られる通りである。このグラフ（対象期間：
1837⊖92年）の意味は，収入額は1870年代半ばにピークに達し，その後1886⊖87年にボトムまで落ち込
むが，そのボトム値でさえ60年代末頃よりは高く，1850年頃に比べると27％ほども高いということで
ある。そして1887年からは上方への回復が始まる。
　スコットランドの労働者収入動向は，イングランドやウェールズのものほど知られていないが，
1893⊖94年の王立労働委員会におけるスコットランド関連報告を見ても，イングランド以上に労働者
に有利であったと推計して間違いない。1892年の労働者収入は40年前に比べて50％上昇したと見て，
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まず間違いはない。対応するイングランドの数値は41％である。また80年代にもスコットランドの賃
金はイングランドほど下落しなかった。スコットランドでは小麦農業が少なかったことが農業主をも
労働者をも救ったのだ。
　小屋，庭，耕作用小規模貸付地：小屋の庭，耕作用小規模貸付地，ジャガイモ畑等（第１巻第２編第
11章，参照）は1850年以来いっそう一般的になっていた。ただし，どの程度かを言うことは難しいし，
庭のない小屋も，少なくとも1867年にはまだ残存した。ノーフォ－クのドッキング（Docking）のよ
うな開放村では，庭のない小屋ばかりと言ってもよかったし，州全体にわたって庭のない小屋が異常
に多いところ（例えばデヴォン州）もあった。しかし，1867年調査の全体的印象としては，庭問題は
かなり満足すべきものであった。１世代前に庭事情が最悪であった地方において顕著な改善があった
という証言はないが，他方では事情が非常に良いと言われている州が多くあった。ハンプシャー，北
ランカシャー，ヨークシャーなどがそれである。ヨークシャーでは小屋に庭がついているのが殆ど一
般的で，しばしば牛を飼う権利も付随していた。
　耕作用小規模貸付地やジャガイモ畑は，1820年から1850年にかけて，地主，農業主，教区牧師達が
社会融和剤として実験採用していた。採用は，とくに庭が非常に少なく，古い救貧法が濫用されてい
た地方に多かった。40年代初期の議会は，この動きを農業関係者の自主性に委ね，基本的には放置し
ていた。進歩は間歇的で遅々としていた。1867⊖68年「農業における児童雇用に関する王立委員会」報告，
1881年「王立農業問題委員会」報告は，共に事態の進展がさほど速やかでないと指摘している。
　しかし，1886年に初めて耕作用小規模貸付地と相当な広さのある「小屋付きの庭」の数が計測され
たとき，結果は大いに勇気を鼓舞するものであった。法の動きとは別に，潮は静かに満ちて来つつあっ
た。イングランドとウェールズで，総計38万9000の独立した耕作用小規模貸付地，25万7000の「小屋
付きの庭」（８分の１エーカー以上の広さがある：なお，広さがそれ以下の庭については報告がない），
９万3000のジャガイモ畑，9,400の牛小屋があることがわかった。これらの数値は鉄道会社が鉄道労
働者に提供していた「小屋付きの庭」等々を除外しているが，他方で，もはや農業労働者とは言えな
い人々の「小屋付きの庭」等々を含んでいることは注意されてよい。それにしても，イングランドと
ウェールズの総計58ないし60万人の成人農業労働者に対して，十分なだけの耕作用小規模貸付地等々
が供給されていたことは明らかである。ウェールズでは耕作用小規模貸付地は一般的でなかったが，
ジャガイモ畑は至る所にあった。
　寄宿（boardings）と住み込み：他方，スコットランド向け数値（1886年）は，一見，不満足なも
のに見える。７万人ほどの成人農業労働者・羊飼いに対して，耕作用小規模貸付地等々は４万6500し
かなかった。しかし，スコットランドでは小規模農場の場合には住み込み，大規模農場の場合には所
帯持ちの人々に寄宿するなどの習慣が普及していたし，労働者合宿制（bothy system）もまだ消滅し
ていなかったため，庭等々への需要が少なかったという事情がある。スコットランドの所帯持ちは通
常，キャベツ類の畑やジャガイモ畑を持っていた。
　独身労働者が職長やそれに準ずるような人たちの所に寄宿する習慣は，イングランドでも見られ，
とくにノッティンガム，リンカーンで一般的だった。これらの地方では，この習慣が，相当程度にまで，
単純な住み込みに代替していた。この事態に対応すべく，大きくて近代的なコテージが職長に供給さ
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まず間違いはない。対応するイングランドの数値は41％である。また80年代にもスコットランドの賃
金はイングランドほど下落しなかった。スコットランドでは小麦農業が少なかったことが農業主をも
労働者をも救ったのだ。
　小屋，庭，耕作用小規模貸付地：小屋の庭，耕作用小規模貸付地，ジャガイモ畑等（第１巻第２編第
11章，参照）は1850年以来いっそう一般的になっていた。ただし，どの程度かを言うことは難しいし，
庭のない小屋も，少なくとも1867年にはまだ残存した。ノーフォ－クのドッキング（Docking）のよ
うな開放村では，庭のない小屋ばかりと言ってもよかったし，州全体にわたって庭のない小屋が異常
に多いところ（例えばデヴォン州）もあった。しかし，1867年調査の全体的印象としては，庭問題は
かなり満足すべきものであった。１世代前に庭事情が最悪であった地方において顕著な改善があった
という証言はないが，他方では事情が非常に良いと言われている州が多くあった。ハンプシャー，北
ランカシャー，ヨークシャーなどがそれである。ヨークシャーでは小屋に庭がついているのが殆ど一
般的で，しばしば牛を飼う権利も付随していた。
　耕作用小規模貸付地やジャガイモ畑は，1820年から1850年にかけて，地主，農業主，教区牧師達が
社会融和剤として実験採用していた。採用は，とくに庭が非常に少なく，古い救貧法が濫用されてい
た地方に多かった。40年代初期の議会は，この動きを農業関係者の自主性に委ね，基本的には放置し
ていた。進歩は間歇的で遅々としていた。1867⊖68年「農業における児童雇用に関する王立委員会」報告，
1881年「王立農業問題委員会」報告は，共に事態の進展がさほど速やかでないと指摘している。
　しかし，1886年に初めて耕作用小規模貸付地と相当な広さのある「小屋付きの庭」の数が計測され
たとき，結果は大いに勇気を鼓舞するものであった。法の動きとは別に，潮は静かに満ちて来つつあっ
た。イングランドとウェールズで，総計38万9000の独立した耕作用小規模貸付地，25万7000の「小屋
付きの庭」（８分の１エーカー以上の広さがある：なお，広さがそれ以下の庭については報告がない），
９万3000のジャガイモ畑，9,400の牛小屋があることがわかった。これらの数値は鉄道会社が鉄道労
働者に提供していた「小屋付きの庭」等々を除外しているが，他方で，もはや農業労働者とは言えな
い人々の「小屋付きの庭」等々を含んでいることは注意されてよい。それにしても，イングランドと
ウェールズの総計58ないし60万人の成人農業労働者に対して，十分なだけの耕作用小規模貸付地等々
が供給されていたことは明らかである。ウェールズでは耕作用小規模貸付地は一般的でなかったが，
ジャガイモ畑は至る所にあった。
　寄宿（boardings）と住み込み：他方，スコットランド向け数値（1886年）は，一見，不満足なも
のに見える。７万人ほどの成人農業労働者・羊飼いに対して，耕作用小規模貸付地等々は４万6500し
かなかった。しかし，スコットランドでは小規模農場の場合には住み込み，大規模農場の場合には所
帯持ちの人々に寄宿するなどの習慣が普及していたし，労働者合宿制（bothy system）もまだ消滅し
ていなかったため，庭等々への需要が少なかったという事情がある。スコットランドの所帯持ちは通
常，キャベツ類の畑やジャガイモ畑を持っていた。
　独身労働者が職長やそれに準ずるような人たちの所に寄宿する習慣は，イングランドでも見られ，
とくにノッティンガム，リンカーンで一般的だった。これらの地方では，この習慣が，相当程度にまで，
単純な住み込みに代替していた。この事態に対応すべく，大きくて近代的なコテージが職長に供給さ
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れていた。ただし，大規模農業主だけがこういうコテージを（地主に対して）要求できたにすぎず，し
たがって，この制度が一般的だったとは言えない。これと並んで，住み込みとまでいかなくとも，小
規模農業主が労働者達と食事を共にする習慣もあった。
　住み込みや食事供与の習慣は，たとえばケント州では1867年でもまだ，消滅と言うには遠い状況だっ
たし，北西部ではまだ一般的だった。しかし，傾向としては，ウェールズのような地方でさえ，住み
込み等は減少しつつあった。1861年のセンサスでは，ウェールズではまだ，住み込み労働者の方が，
そうでない労働者を人数で凌駕している州があった。しかし，1881年になると，せいぜい「イングラ
ンドに比べると，ウェールズでは住み込みが，かなりの程度に一般的である」（1881年「王立農業委
員会」）と言いうる程度にすぎなくなっていた。
　農業労働者団：住み込み，寄宿，合宿制などは，農場が大きく人口が疎であるスコットランドの労
働問題解決策だった。イングランドの場合，フェン地方（リンカーン，ケンブリッジが主）とその周
辺では，労働者団制度が上記諸制度を補完していた。地方小都市や解放村などには，吸引すべきプロ
レタリアが居たためである。蒸気機関による排水が，1840年代，50年代に，フェン地方の土壌を安全
で堅固なものにしたので，緑地が畑に転換され，小麦やジャガイモが育てられた。これら地域の農場
では，開放村・閉鎖村の作用もあって，コテージは無く，団長（gang-master）が近隣の様々の地域か
ら，汚い身なりの女性や子供からなる農業労働者団を引き連れてきた。彼らは除草，石ころ除去，耕
作などに従事した。
　労働者団制度は，この新たに耕地化された地域以外では殆ど見られなかった。この地方において
すら，耕地化が終了すると衰退することがしばしばだった。この制度は，フェン地方で耕地化が進
んだ1850⊖1865年間に，最悪的に機能していたようだ。もっとも，この頃同時に，ヤーバラ卿（Lord 
Yarborough）のような優良地主たちが，土地の整備を仕上げる傍ら，より多くのコテージを供給した
ため，リンカーン荒野（Lincoln Wolds）では，制度は根こそぎ除去されつつあった。彼らは公的労働
者団（public gangs：なぜ publicなのか，特に説明はないが，下記との対比で推測はつく）として知られるようになっ
たが，1860年代にはその数は６千人ないし７千人にのぼっていた。これに加えて同地方では，大規模
農業主によって組織され，その配下によって管理される私的労働者団（private gangs）も一般的だった。
60年代の「児童雇用問題委員」達には「私的労働者団の方が数的に公的よりも多い」という指摘もあ
る。いずれにせよ，彼らはこれら地方においてすら，地方人口中のごく少数者にすぎなかった。社会
的地位も低く，団長も通常は，尊敬されている農業主なら決してその恒久的配下として雇わない類の
人々であった。
　この安価で危険で奴隷的な制度は，1860年代の工場・教育運動の影響で，立法によって規制される
ようになった。「1868年労働者団法」は８歳以下の児童の雇用を禁じ，男女の作業関係を規制し，労
働者団の団長は免許が必要，と規定した。立法は公的労働者団だけを規制したので，初めのうち，私
的労働者団が助長された。しかし，後者も，とくに児童労働に関する限りは，70年代の一連の教育
法によって抑制された。1880年代末頃には「フェン地方の労働者団制度は，次第に消滅しつつある」
（1893⊖94年「労働に関する王立委員会」）と言われた。
　労働組合とストライキ：1880年代半ばの農業労働者地位改善と，それに先立つ10年間における「労
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働組合」（the Labourers’ Unions）との間に，直接的な関係を見出すことは困難である。前者をもたら
したのは，ほぼ全面的に非「人的」な諸力（労働者組合以外の諸要因，という意味であろう）であったと言
えよう。たしかに組合は，一時的な賃金引き上げ（しかし，後に下落）に貢献したり，労働者のみな
らず政治家，公衆を教育したりする効果をあげた（ちなみに，この教育は後に成果をもたらす）。また，
機械類の使用を促進して，農業主達をも教育した。また，1884年の選挙法改正（Reform Bill of 1884）
を早めたことであろう。しかし，この改正も経済的分野では遅発地雷的な機能を果たしたに過ぎない。
（というわけで，要するに，組合は80年代の労働者地位改善の主要因ではなかった。）
　農業労働者組合結成に先立って，ストライキが存在した。1867年夏，食料価格が騰貴したとき，バッ
キンガムシャーのゴーコット（Gawcott）で週当たり10s.ではなく12s.の賃金を求めて，28人の労働者
がストを起こした。この事件は，既に地方労働条件に関する情報を十分に得ていたロンドンの新聞や
同情的な公衆の注意を喚起した。翌年，ガードルストーン師（Rev. Edward Girdlestone）が大英学術
協会（British Association）に，農業労働者の状況を改善する唯一の方法は，全国的な労働組合を結成
することである，と説いた。彼は停滞の著しい北デヴォンの教区で働いており（以前は相対的に恵ま
れたランカシャーに居た），そこでは賃金が低く，コテージは劣悪で，農業主達は野卑で吝嗇であった。
彼は元々，組織的な移住や移民で問題を解決しようとしていたのである。やがて，1867⊖69年の労働
組合調査や1870⊖71年の労働組合立法に関するニュースが，全国の困窮農村に行き渡った。1870年の
収穫期以降，諸価格は上昇し，小麦価格は３年連続で55s.を上回った。1873⊖74年にかけては60s.を超
えた。ロンドンのパン価格も1872年には，クリミア戦争以降のどの年（1867年は例外）よりも高かった。
　1871年初頭にヒアフォードシャーのレイントウォーディン（Leintwardine）で，或る労働組合が発
足し，教区牧師（the rector）がこれを支持していた。労働運動家アーチ（J. Arch）は「この動きは短
期間に６つの州に広がり，ヒアフォードで組合が関与するや否や，賃金は平均で週２s.上昇し，６州
全体でも改善が見られた」と述べている（1881年「王立労働委員会」での証言，他）。ガードルストー
ンと同様，これら南西部の人々は，ストではなく，移住・移民を，農民生活改善のための方策として
推奨していた。彼らは組合員がスタッフォード，ランカシャー，ヨークシャーなどの高賃金地域に移
住するよう助力し，アメリカ移民をも多少組織した。1872年２月には，この組合はすでに十分に成
長していた。この時エイヴォン（Avon above Stratford）のウェルスバーン（Wellesbourne）の人々が，
労組結成のためにアーチの助力を求めて同地に彼を招き，彼はこれに応じて熱弁をふるったのだが，
その一夜で200人から300人の加盟者が得られたという。
　彼らは３月にウェルスバーンでストを打った。J. S. ミルなどブルジョア的な同情者の支持や多少の
資金援助をも得て，労働組合主義は急速に普及した。５月には，アーチは組合員がほぼ５万人になっ
たと主張している。ノーフォークやドーセットでストやストの話があった。労働需要も活発で，賃金
はどの業種でも上昇していた。アーチは移民政策を良しとしていたが，それだけに頼ることはなかっ
た。ガードルストーンが妥協的な方針を示したときも，彼は戦闘的組合の必要性を鼓吹した。
　1873⊖74年の最盛期に，アーチ主導の組合（The National）は10万人のメンバーを擁し，カンバーラ
ンド，ウェストモーランド，ヨークシャー，ランカシャー，チェシャーおよびコーンウォールを除く
イングランド全ての州に支部があると称していた。労働組合主義は北部にいくつかの拠点を有してい
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働組合」（the Labourers’ Unions）との間に，直接的な関係を見出すことは困難である。前者をもたら
したのは，ほぼ全面的に非「人的」な諸力（労働者組合以外の諸要因，という意味であろう）であったと言
えよう。たしかに組合は，一時的な賃金引き上げ（しかし，後に下落）に貢献したり，労働者のみな
らず政治家，公衆を教育したりする効果をあげた（ちなみに，この教育は後に成果をもたらす）。また，
機械類の使用を促進して，農業主達をも教育した。また，1884年の選挙法改正（Reform Bill of 1884）
を早めたことであろう。しかし，この改正も経済的分野では遅発地雷的な機能を果たしたに過ぎない。
（というわけで，要するに，組合は80年代の労働者地位改善の主要因ではなかった。）
　農業労働者組合結成に先立って，ストライキが存在した。1867年夏，食料価格が騰貴したとき，バッ
キンガムシャーのゴーコット（Gawcott）で週当たり10s.ではなく12s.の賃金を求めて，28人の労働者
がストを起こした。この事件は，既に地方労働条件に関する情報を十分に得ていたロンドンの新聞や
同情的な公衆の注意を喚起した。翌年，ガードルストーン師（Rev. Edward Girdlestone）が大英学術
協会（British Association）に，農業労働者の状況を改善する唯一の方法は，全国的な労働組合を結成
することである，と説いた。彼は停滞の著しい北デヴォンの教区で働いており（以前は相対的に恵ま
れたランカシャーに居た），そこでは賃金が低く，コテージは劣悪で，農業主達は野卑で吝嗇であった。
彼は元々，組織的な移住や移民で問題を解決しようとしていたのである。やがて，1867⊖69年の労働
組合調査や1870⊖71年の労働組合立法に関するニュースが，全国の困窮農村に行き渡った。1870年の
収穫期以降，諸価格は上昇し，小麦価格は３年連続で55s.を上回った。1873⊖74年にかけては60s.を超
えた。ロンドンのパン価格も1872年には，クリミア戦争以降のどの年（1867年は例外）よりも高かった。
　1871年初頭にヒアフォードシャーのレイントウォーディン（Leintwardine）で，或る労働組合が発
足し，教区牧師（the rector）がこれを支持していた。労働運動家アーチ（J. Arch）は「この動きは短
期間に６つの州に広がり，ヒアフォードで組合が関与するや否や，賃金は平均で週２s.上昇し，６州
全体でも改善が見られた」と述べている（1881年「王立労働委員会」での証言，他）。ガードルストー
ンと同様，これら南西部の人々は，ストではなく，移住・移民を，農民生活改善のための方策として
推奨していた。彼らは組合員がスタッフォード，ランカシャー，ヨークシャーなどの高賃金地域に移
住するよう助力し，アメリカ移民をも多少組織した。1872年２月には，この組合はすでに十分に成
長していた。この時エイヴォン（Avon above Stratford）のウェルスバーン（Wellesbourne）の人々が，
労組結成のためにアーチの助力を求めて同地に彼を招き，彼はこれに応じて熱弁をふるったのだが，
その一夜で200人から300人の加盟者が得られたという。
　彼らは３月にウェルスバーンでストを打った。J. S. ミルなどブルジョア的な同情者の支持や多少の
資金援助をも得て，労働組合主義は急速に普及した。５月には，アーチは組合員がほぼ５万人になっ
たと主張している。ノーフォークやドーセットでストやストの話があった。労働需要も活発で，賃金
はどの業種でも上昇していた。アーチは移民政策を良しとしていたが，それだけに頼ることはなかっ
た。ガードルストーンが妥協的な方針を示したときも，彼は戦闘的組合の必要性を鼓吹した。
　1873⊖74年の最盛期に，アーチ主導の組合（The National）は10万人のメンバーを擁し，カンバーラ
ンド，ウェストモーランド，ヨークシャー，ランカシャー，チェシャーおよびコーンウォールを除く
イングランド全ての州に支部があると称していた。労働組合主義は北部にいくつかの拠点を有してい
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たが，トレント川を渡った高賃金地区では影響力が弱かった。もっとも，もう一つの重要な組合で
あるフェデラル（the Federal）はリンカーンシャーに強い地盤があった。東部では労組活動は農業主
達の反対組織を呼びおこしていた。嚆矢は1872年10⊖11月に発足したケンブリッジ・西サフォーク協
会（the Association for Cambridgeshire and West Suffolk）である。1873年４月にはサドベリー（Sudbury）
の農業主達が連合して農業労組加盟員をロック・アウトし，勝利した。その年には東部諸州の至る所で，
衝突，ストライキ，「扇動者」と目された者に対する農業主達の馬鹿げた攻撃，労働者達の粗野な農
業主攻撃，非労組員迫害，などが見られた。1874年の３月，ニューマッケットの農業主達はサドベリー
の例にならって，労組員の要求（週14s.の賃金，週54時間労働）に，労組加盟員のロック・アウトをもっ
て応えた。月末までには，ロック・アウトは９つの州と数千人の労働者に影響を与えた。７月までに
はナショナルが，ケンブリッジ，サフォーク，エセックスを中心に12州のロック・アウト対象労組員
に支援給付金を出すなどしていたが，資金がすぐに底をつき，農業労働者に対しては移住や移民に依
拠するという政策に逆戻りを余儀なくされた。フェデラルも同様の道をたどった。
　結局，一方では過剰な非農業労働者，非組合員労働者，アイルランド労働者等を雇い，他方では機
械を導入したお陰で，東アングリアの農業主達はうまく切り抜け，自信をもって収穫期を迎えること
が出来た。或る代表的なサフォークの農業主は「私は26人の労働者を雇う代わりに17人でうまくやっ
ているし，仕事はこれまでにないほど進捗している」と述べている（Cliford, F., The Agricultural Lock-
out of 1874, 1875，179頁）。また当時の事情を観察していた人々は「機械製作者達は刈り取り機に倣っ
て穀草束ね機を完成させる望みを抱いており，そうなると農業主達は非常に頼りになる同志を得るこ
とになるだろう」と述べてもいる（同書，65頁）。労組側では意気阻喪や意見の不一致が見られるよ
うになり，加盟員数は減少した。それでも1875年末にはアーチはまだ，彼の組合員数を６万人と称し
得たが，その後暗黒の数年が訪れ，1879年５月には，多くても２万3000人の加盟員を挙げ得るのみと
なっていた。農業主達は賃金切り下げと解雇を開始し，その両方を継続的に敢行した。組合は殆ど消
滅してしまった（80年代末には農業労働組合は非常に弱体になっており，王立労働問題委員会が調査
した38地域［districts］のうち，わずか６地域で存在していたにすぎない）。
　アーチは選挙権闘争に身を転じ，選挙権が獲得された後は地方の政治民主化に専心した。1885年に
は彼は「皆さんの見られる通り，一方では農業労働者が解雇されて飢えにさらされ，他方では広大な
土地が労働不足のために遊休している」と論じていた。たしかに労働者は解雇されていたし，賃金も
1885⊖86年には，彼が1872年に労組立ち上げに奮闘していた頃の水準にまで下落していた。しかし，
土地の遊休は農業主や地主の誤った政策によるとは言えまい。小麦価格は１クォーターあたり32s.未
満に下落しており，パン価格はこれに応じて，1871⊖75年（労組活動の最も盛んな時期）の価格に対
比すると25％も下がっていたのである。当時なお，パンの価格が地方の生計を左右していた。チーズ
も安かったし，お茶，砂糖も同様だった。そういうわけで80年代末の労働者の生活はむしろ楽になっ
ていた。しかし，労組がそれに大いに貢献したとは言い難い。もっとも，労組はおそらく，希望を抱
かせ自尊心を高めることで，農村労働者の「飲んだくれる」生活を改善したし，友愛協会や耕作用小
規模貸付地などの他の諸要因と共に，農村のいびつで退屈な生活を改善することに貢献したことであ
ろう。
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